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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

(1) 連結経営指標等 

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

 売上高 (百万円) 25,745 26,511 26,867 28,341 26,667 

 経常利益 (百万円) 3,823 4,451 2,712 1,725 1,224 

 当期純利益 (百万円) 2,171 2,434 1,648 912 713 

 包括利益 (百万円) ― ― 1,201 785 1,114 

 純資産額 (百万円) 29,202 32,210 32,737 32,979 33,681 

 総資産額 (百万円) 38,812 42,452 47,656 49,842 46,262 

 １株当たり純資産額 (円) 709.62 782.80 796.29 802.69 819.86 

 １株当たり当期純利益 (円) 52.77 59.16 40.08 22.19 17.36 

 潜在株式調整後 
 １株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

 自己資本比率 (％) 75.2 75.9 68.7 66.2 72.8 

 自己資本利益率 (％) 7.35 7.93 5.08 2.78 2.14 

 株価収益率 (倍) 6.23 9.38 10.90 14.92 23.27 

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー 

(百万円) 978 4,129 5,483 3,185 4,059 

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,869 △3,309 △8,878 △5,806 △1,403 

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,072 △1,568 4,109 2,432 △3,750 

 現金及び現金同等物 
 の期末残高 

(百万円) 1,925 1,300 2,105 2,116 1,133 

 従業員数 (名) 281 294 303 304 304 
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(2) 提出会社の経営指標等 

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

 売上高 (百万円) 24,983 26,115 26,406 27,906 26,164 

 経常利益 (百万円) 3,780 4,460 2,708 1,718 1,202 

 当期純利益 (百万円) 2,149 2,444 1,645 910 703 

 資本金 (百万円) 5,913 5,913 5,913 5,913 5,913 

 発行済株式総数 (千株) 41,388 41,388 41,388 41,388 41,388 

 純資産額 (百万円) 29,033 32,051 32,575 32,816 33,507 

 総資産額 (百万円) 38,521 42,217 47,412 49,569 45,914 

 １株当たり純資産額 (円) 705.64 779.06 792.47 798.83 815.75 

 １株当たり配当額 
 (内１株当たり 
 中間配当額) 

(円)
16.00 
(8.00) 

16.00 
(8.00) 

16.00 
(8.00) 

10.00 
(5.00) 

10.00 
(5.00) 

 １株当たり当期純利益 (円) 52.25 59.41 40.01 22.15 17.11 

 潜在株式調整後 
 １株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

 自己資本比率 (％) 75.4 75.9 68.7 66.2 73.0 

 自己資本利益率 (％) 7.32 8.00 5.09 2.78 2.12 

 株価収益率 (倍) 6.30 9.34 10.92 14.95 23.61 

 配当性向 (％) 30.6 26.9 40.0 45.2 58.4 

 従業員数 (名) 278 290 299 299 299 
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２ 【沿革】

年月 摘要

昭和９年10月
アーク炉用の電極製造を目的として、昭和電極株式会社(資本金200万円)を創立、設立と同時に
鳴尾工場(昭和46年４月西宮工場に呼称変更、昭和50年２月閉鎖)を設置。 

  10年８月 東京営業所(昭和19年６月東京事務所に呼称変更)を設置。 

  21年２月 戦災により焼失した工場を再建、人造黒鉛電極の製造を開始。 

  31年５月 各種炭素製品の販売加工等を目的として、東邦カーボン株式会社設立(現・連結子会社)。 

  35年４月 名古屋出張所(昭和58年７月名古屋営業所に呼称変更)を設置。 

  38年７月 株式を大阪店頭銘柄に登録。 

  47年５月 京都工場(福知山市長田野工業団地内)建設着手。 

  49年８月 本社を兵庫県尼崎市御園町に移転。 

  49年10月 京都工場完成(西宮工場操業停止、全面移転完了)。 

  59年７月 株式会社エスイーシーに商号変更。 

  59年11月 大阪証券取引所市場第二部に上場。 

  61年12月
協和カーボン株式会社と合併。 
合併により岡山工場を引き継ぎ、アルミニウム製錬用カソードブロック及び特殊炭素製品の製造
を開始。 

平成４年９月 岡山工場西大寺(加工工場)稼動。 

  10年９月 岡山工場牛窓の生産停止。 

  18年10月 ＳＥＣカーボン株式会社に商号変更。 

  21年１月 本社を現在地(兵庫県尼崎市潮江)に移転。 

  23年11月 京都工場に主としてアルミニウム製錬用カソードブロックを製造する工場を増設。 
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当社及び当社の関係会社は、当社、当社の子会社２社、関連会社１社及びその他の関係会社１社で構成

され、炭素製品及び鉄鋼製品の製造販売を主な内容とし、子会社及び関連会社は、当社製品の販売等、そ

の他の関係会社は、鉄鋼製品の製造販売を行なっております。 

当社及び関係会社が営んでいる主な事業内容と、各事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 

  

(1) 主な事業内容 

〔炭素製品〕 アルミニウム製錬用カソードブロック(旧製品名：アルミニウム製錬用炭素製品)、人造

黒鉛電極、特殊炭素製品、ファインパウダー及びその他炭素製品(旧製品名：粉体及びそ

の他炭素製品) 

   

〔鉄鋼製品〕 電炉製鉄による鉄鋼製品 

 
  

(2) 事業系統図 

以上を事業系統図で示すと次のとおりであります。 

  
 

３ 【事業の内容】

○ 当社 …… 上記炭素製品を製造販売。 

○ 東邦カーボン㈱ …… 当社より人造黒鉛電極、特殊炭素製品及びその他炭素製品を仕入れて

販売。 

○ ＳＥＣ産業㈱ …… 当社工場構内における請負業務。 

○ ㈱ハイテンプ・マテリアルズ・システム……当社の特殊炭素製品を仕入れて販売。 

○ 大谷製鉄㈱ …… 当社より人造黒鉛電極を購入し、鉄鋼製品を製造販売。 
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(注) 議決権の被所有割合欄の(内書)は、間接所有であります。 

  

(1) 連結会社の状況 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、炭素製品の製造・販売を主な事業とする単一セグメントであ

るため、事業所別に記載しております。 

平成25年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。)であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

当社は、炭素製品の製造・販売を主な事業とする単一セグメントであるため、事業所別に記載してお

ります。 

平成25年３月31日現在 

 
  

 
(注) １ 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業 
の内容

議決権の 
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)    

東邦カーボン 
株式会社 

兵庫県 
尼崎市 

40 炭素製品の販売 97.4 ― 
・当社製品の販売 
・役員の兼任１名 
・出向   １名 

(その他の関係会社)       

大谷製鉄 
株式会社 

富山県 
射水市 

480 棒鋼製造販売 
― 

 

21.9 

(0.0) 

・当社製品(人造黒鉛電極)
の販売 

・役員の兼任１名 

５ 【従業員の状況】

事業所の名称 従業員数(名)

本社（東京事務所、名古屋営業所含む） 46 

京都工場 228 

岡山工場 25 

その他 5 

合計 304 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

299 38.8 15.3 5,468,203 

事業所の名称 従業員数(名)

本社（東京事務所、名古屋営業所含む） 46 

京都工場 228 

岡山工場 25 

合計 299 
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(3) 労働組合の状況 

当社には全国繊維化学食品流通サービス一般労働組合同盟に属する「ＳＥＣカーボン労働組合」が組

織されており、組合員数は254人であります。 

連結子会社は、労働組合が組織されておりません。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 業績 

当連結会計年度における世界経済は、米国で住宅や雇用の底入れから緩やかな景気回復の兆しが見

られましたが、欧州は債務問題から南欧を中心に景気が低迷し、アジアも中国など新興国の成長のペ

ースが鈍化したので、総じて低調に推移しました。 

わが国経済も、新政権への期待感から年末以降円安・株高が進むなど景気回復の兆しは見られまし

たが、世界経済の低迷や日中情勢の悪化の影響を受け、当連結会計年度を通じては不透明な状況下で

推移しました。 

このような状況のもと、当社グループ(当社及び連結子会社)では、第５次中期経営計画「New

Stage 2015『現状からの脱皮』」のスタート年度にあたり、コスト削減と製品の拡販に努めてまいり

ました。 

しかしながら、主要製品の販売数量減少により、当連結会計年度の売上高は、266億６千７百万円

となり、前連結会計年度比5.9％の減収となりました。 

損益面に関しましても、全社一丸となってコスト削減に取り組んでまいりましたが、原材料価格・

電気料金上昇および新規大型設備投資に伴う減価償却費増などのコスト上昇もあり、営業利益は９億

２千３百万円(前連結会計年度比14.9％減)、経常利益は12億２千４百万円(前連結会計年度比29.0％

減)、当期純利益は７億１千３百万円(前連結会計年度比21.8％減)となりました。 

なお、当社グループは炭素製品の製造・販売を主な事業とする単一セグメントでありますが、当連

結会計年度における製品別の販売実績は次のとおりとなっています。 

  

・アルミニウム製錬用カソードブロック(旧製品名：アルミニウム製錬用炭素製品) 

アルミ市況の回復の遅れとそれに伴う工場新増設の先送りもあり、売上高は115億１千２百万円

となり、前連結会計年度に比べて4.0％の減収となりました。 

・人造黒鉛電極 

海外市場における競争激化や国内の電炉鋼生産減により販売数量が大幅に減少し、売上高は85億

９千６百万円となり、前連結会計年度に比べ17.6％の減収となりました。 

・特殊炭素製品 

デジタル家電関連の不振によるマイナスはありましたが、非鉄金属関連部材向けの販売が増加し

たことにより、売上高は32億５千６百万円となり、前連結会計年度に比べ7.1％の増収となりまし

た。 

・ファインパウダー及びその他炭素製品(旧製品名：粉体及びその他炭素製品) 

リチウムイオン二次電池関係が堅調に推移したことにより、売上高は33億２百万円となり、前連

結会計年度に比べ14.6％の増収となりました。 

  

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 
  

１ 【業績等の概要】
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(2) キャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは40億５千９百万円の収入超過、投資活動によるキャッシュ・

フローは14億３百万円の支出超過、財務活動によるキャッシュ・フローは37億５千万円の支出超過と

なりました。以上の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比

べ９億８千２百万円減少(46.4％減)し、11億３千３百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前当期純利益11億３千４百万円に、減価償却費48億７千４百万円、売上債権の減少額９

億３千９百万円等を加算し、たな卸資産の増加額16億９千７百万円、仕入債務の減少額７億１千１百

万円、法人税等の支払額５億１百万円等を減算した結果、40億５千９百万円の資金の増加(対前連結

会計年度比27.4％増)となりました。 
  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

有形固定資産の取得に13億２千３百万円を支出したこと等により、14億３百万円の資金の減少(対

前連結会計年度比75.8％減)となりました。 
  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

短期借入金を25億円、長期借入金を８億２百万円返済し、配当金に４億１千２百万円を支出したこ

と等により、37億５千万円の資金の減少となりました。 
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(1) 生産実績 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、単一セグメントの下で以下の製品を生産しております。 

当連結会計年度における生産実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

(2) 受注状況 

当社製品は国内、輸出とも一部受注生産をする場合がありますが、製造期間が長いため、基本的に

はユーザーの生産動向をベースにした見込生産であります。 
  

(3) 販売実績 

当社グループは、単一セグメントの下で以下の製品を販売しております。 

当連結会計年度における販売実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

 
２ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

アルミニウム製錬用カソードブロック 11,595 △1.6 

人造黒鉛電極 8,891 △15.0 

特殊炭素製品 2,434 ＋0.8 

ファインパウダー及びその他炭素製品 3,179 ＋15.0 

合計 26,100 △4.8 

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

アルミニウム製錬用カソードブロック 11,512 △4.0 

人造黒鉛電極 8,596 △17.6 

特殊炭素製品 3,256 ＋7.1 

ファインパウダー及びその他炭素製品 3,302 ＋14.6 

合計 26,667 △5.9 

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

住友商事株式会社 12,265 43.3 11,831 44.4 

三菱商事株式会社 3,121 11.0 2,099 7.9 

― 10 ―



  

当社グループを取り巻く経営環境は、年初来の円高是正とデフレ脱却期待という好材料はあります

が、依然工業生産の盛り上がりには欠けるため主要製品の需要の伸び悩みとそれに伴う競争激化が予想

されます。さらに４月より大幅にアップした電力料金などの製造コストの上昇もあり、厳しい状況が続

いています。 

このような経営環境下において、製造コスト上昇への対応が当社の大きな経営課題となっており、そ

の課題を克服し、品質、価格、技術面の総合力で競合他社より優位に立つことを経営の重要目標に掲げ

ております。この重要目標に基づき、全社的コスト削減、業務効率化の推進および生産・販売の拡大に

努めてまいります。 

また、当社グループは、企業の社会的責任を認識した上で、環境負荷の低減、コーポレートガバナン

ス、法令遵守にも努めるとともに、今夏も電力需給がひっ迫することが予想されますので、電力を多く

使用する当社グループとしましては、節電対策にも全社を挙げて積極的に取り組んでまいります。 

  

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影

響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する記載は、有価証券報告書提出日(平成25年６月27日)現在において当

社グループが判断したものであります。 
  

(1) 製品需要による売上変動リスクについて 

当社グループが主力製品として位置づけているアルミニウム製錬用カソードブロックは、中長期的

な需要の増大が見込まれますが、短期的にはアルミニウム製錬業の新増設や更新需要の動向に左右さ

れるため需要の変動が大きくなる傾向があります。また人造黒鉛電極は、ほぼ全量電炉鋼業界向けに

販売しているため電炉鋼業界の景気変動による影響を大きく受けることになります。当社グループは

アルミニウム製錬用カソードブロックと人造黒鉛電極を同じラインで製造することで製造品目をフレ

キシブルに置き換え、需要変動に機動的に対応し工場全体の生産量の安定化を図っておりますが、予

期せぬ需要の変動が生じた場合などには当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
  

(2) 大型設備投資によるリスク 

当社グループが、アルミニウム製錬用カソードブロックにおけるトップシェアの維持を狙い、総額

150億円で京都工場に建設した新ラインは、平成23年秋から稼働しております。本件大型設備の稼働

状況と当初数年間の減価償却費負担のバランス次第で損益面で影響が出る可能性があります。 
  

３ 【対処すべき課題】

４ 【事業等のリスク】
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(3) 為替変動リスクについて 

当社グループの主力製品であるアルミニウム製錬用カソードブロックがアルミニウム業界の特性か

ら100％輸出商品ということもあり、人造黒鉛電極、一部特殊炭素製品と合わせ近年の当社グループ

の輸出比率は総売上の６割を超える結果となっており、為替変動の影響を強く受ける体質となってお

ります。為替変動リスクにつきましては、米ドル／日本円の為替エクスポージャーを小さくすべく、

円建での輸出や米ドル以外の通貨での輸出を増やす努力をするとともに、為替予約などによるリスク

ヘッジを行っておりますが、当該リスクを完全にヘッジできるものではありません。 
  

(4) 原材料価格の上昇 

当社グループの使用する原材料は、石油石炭などの素材価格の上昇や需給バランスの影響を大きく

受けるものが中心となっております。当社グループはコスト競争力の強化、製品価格への転嫁、より

安い原材料調達と新規サプライヤーの開拓などにより業績への影響を極力抑制する努力を行っており

ますが、市況に予期せぬ変動が生じた場合などには当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 
  

(5) 特定大口販売先について 

当社グループの契約先別売上上位２社のシェアは50％程度になっておりますが、２社はいずれも商

社であり、取引の大部分は輸出取引で最終需要家は海外を中心に分散しております。当社グループは

輸出取引の円滑化と最終需要家に対する信用リスクの削減のためもありこれら商社を活用しておりま

す。 

当社グループの国内取引につきましては、１社で10％を超える販売シェアを有する取引先はなく、

特定大口販売先のリスクは限定的であります。 
  

(6) 技術革新について 

当社グループの製品群は製造期間が長く、短期間に新製品が誕生し、市場が一挙に変化するという

ような状況にはありません。当社グループは取引先と永年にわたる信頼関係を構築しており、その信

頼に応えるべく取引先の要望に沿った製品の改良、開発に努めておりますが、取引先の環境の変化や

技術革新に対応できない場合は当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
  

(7) 重要な訴訟について 

現在、当社グループは、財政状態および経営成績に重大な影響を及ぼす訴訟は抱えておりません

が、今後そのような訴訟等が発生した場合、業績に影響を与える可能性があります。 
  

(8) 環境に関するリスク 

当社グループは、法令遵守を基本として事業を遂行しておりますが、今後国内外でより一層厳しい

規制が実施された場合、事業活動への制約拡大やコスト増加で当社グループの業績に影響が出る可能

性があります。 
  

(9) 大規模災害等 

当社グループは、組織の簡素化、生産の効率化、人的資源の有効活用のため主要生産設備を京都工

場に集約しております。同工場の所在する福知山地区で大地震や大規模風水害などの災害が発生した

場合、生産活動に大きな影響の出る可能性があります。 
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該当事項はありません。 

  

当社グループ(当社及び連結子会社)の研究開発活動は当社の技術開発部が中心となり、関連部署およ

び外部機関との連携のもと新技術、新製品開発を積極的に進めております。 

当社グループは、炭素製品の製造・販売を主な事業とする単一セグメントであります。 

研究開発活動は主にアルミニウム製錬を中心とする電解用電極、高温工業炉用部材、電池用等の特殊

ファインパウダーに関わるもの、および炭素薄膜に関する基礎研究であります。 

なお、当連結会計年度の研究開発費は96百万円であります。 

  

(1) アルミニウム製錬用カソードブロックおよびその他の電解用電極 

世界トップシェアの黒鉛化カソードブロックの実績をベースに、今日の新製錬工場の主流である大

電流・大型電解炉に対して耐摩耗性に優れた新グレード品の開発に取り組み本格使用の段階へと進ん

でおります。さらなる高性能カソードブロックやその他各種高機能品製造に用いられる電解用電極の

研究開発を進めております。 
  

(2) 高温工業炉用部材 

高温かつ特殊ガス雰囲気にて用いられる各種部材の長寿命化を目指し研究開発を進めております。
  

(3) 特殊ファインパウダー 

永年にわたって培ってきた高度黒鉛化処理技術とファインパウダー技術を駆使してリチウムイオン

二次電池用や燃料電池部材用など、コスト・パフォーマンスに優れ、さらなる高性能化に対応すべく

研究開発を進めております。 
  

(4)炭素薄膜に関する基礎研究 

新たな技術として炭素めっき膜の形成と応用について研究しております。当連結会計年度は２件の

特許登録を完了しております。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】

６ 【研究開発活動】
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(1) 財政状態 

総資産は、前連結会計年度末と比較して35億８千万円減少して、462億６千２百万円となりまし

た。主な増加は、仕掛品の増加15億円および所有株式時価の上昇による投資有価証券の増加６億２千

５百万円であり、主な減少は、昨年稼動した新工場の減価償却費が増加したこと等による有形固定資

産合計の減少37億２千４百万円、現金及び預金の減少９億７千２百万円および受取手形及び売掛金の

減少９億３千９百万円です。 

負債は、前連結会計年度末と比較して42億８千２百万円減少して、125億８千万円となりました。

主な減少は、短期借入金および長期借入金の減少33億２百万円、買掛金の減少７億１千１百万円およ

び設備投資に伴う未払金の減少等による流動負債その他の減少３億７千１百万円です。 

少数株主持分を含めた純資産は、前連結会計年度末と比較して７億２百万円増加して、336億８千

１百万円となりました。主な増加は、その他有価証券評価差額金の増加４億円および利益剰余金の増

加３億２百万円です。 

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の66.2％から72.8％となりました。 
  

(2) 経営成績 

当社グループでは、当連結会計年度をスタート年度とする第５次中期経営計画「New Stage 2015

『現状からの脱皮』」において、コスト削減と製品の拡販を業績目標として設定してきました。 

当連結会計年度は、前連結会計年度に比べ人造黒鉛電極が海外市場における競争激化や国内の電炉

鋼生産減により販売数量が大幅に減少したこと等により売上高は減少しました。年度後半の円安によ

るプラス影響もありましたが、減価償却費をはじめとするコスト上昇により経営成績は前連結会計年

度を下回りました。 
  

(3) キャッシュ・フローの状況 

「第２[事業の状況]-１[業績等の概要]-(2)キャッシュ・フロー」をご参照下さい。 
  

(4) コスト削減 

当社グループは、グループ総力を挙げてエネルギー原単位の改善や歩留りの向上によるコスト削減

に努めてまいりました。当連結会計年度は、大型設備投資に伴う減価償却費増や原油や原料炭の上昇

によるエネルギー価格や原材料価格の上昇をコスト削減で吸収できず、売上原価率は悪化しました。
  

(5) 収益力向上の課題 

当社グループの収益力向上の課題としては、原料炭や石油といった市況製品の影響を受けやすい原

料コークスや副素材の価格変動、急騰する電力料金をはじめとするエネルギー価格および設備投資に

伴う減価償却費の負担がコストに与える影響を軽減することがあげられます。そのために当社グルー

プは安価な原料の調達と使用比率の増加、省エネ設備への投資や省エネ活動によるエネルギー使用量

の削減、生産や物流管理の最適化を進めております。 

また、輸出比率の高い当社グループにとって輸出採算の改善も課題であります。当社グループはそ

のためにも輸出の主力製品であるアルミニウム製錬用カソードブロックで他社の追随を許さないよう

な製品開発を図るとともに各種電池用材料や特殊炭素製品の強化で市況や為替の影響を受け難い収益

構造へ転換していく所存です。 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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第３ 【設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、生産設備の増強、合理化、品質の向上及び新製品の開発等を目

的とした投資を行っております。 

当社グループは、炭素製品の製造・販売を主な事業とする単一セグメントであるため、当連結会計年度

の設備投資の内訳は、事業所別に記載しておりますが、その内訳は次のとおりであります。 

  

 
なお、その所要資金は、自己資金および借入金によっております。 

  

当社グループは、炭素製品の製造・販売を主な事業とする単一セグメントであります。 

なお、当社グループの主要な設備は以下のとおりであります。 

  

(1) 提出会社 

平成25年３月31日現在 

   

  

１ 【設備投資等の概要】

 (当連結会計年度)

京都工場  1,132百万円

岡山工場  9 

その他の事業所  20 

合計  1,162百万円

２ 【主要な設備の状況】

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)建物 

及び構築物
機械装置 
及び運搬具

土地 
(面積㎡)

その他 合計

京都工場 
(京都府福知山市) 

炭素製品製造設備 5,637 10,682
231

(489,915)
209 16,760 228

岡山工場 
(岡山県岡山市東区) 

特殊炭素製品 
加工工場 

447 30
928

(132,775)
12 1,419 25

旧岡山工場牛窓 
(岡山県瀬戸内市) 

工場跡地、倉庫 16 0
78

(119,366)
― 94 ―

本社 
(兵庫県尼崎市) 

販売業務他 13 0 ― 36 49 31
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(2) 国内子会社 

主要な設備はありません。 
  

(3) 在外子会社 

該当する事項はありません。 
  

(注) １ 帳簿価額「その他」は、「工具、器具及び備品」、「リース資産」及び「建設仮勘定」の合計であります。 
２ 本社の建物を賃借しております。賃借料は54百万円であります。 
３ 現在休止中の主要な設備はありません。 
４ 上記の他、主要な賃借及びリース設備として以下のものがあります。 

(1) 提出会社 
平成25年３月31日現在 

   

(2) 国内子会社 

主要な賃借及びリース設備はありません。 

  

当連結会計年度末における重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容 台数 リース期間
年間リース料 
(百万円)

リース契約 
残高 

(百万円)

京都工場 
(京都府福知山市) 

汎用コンピューター他 一式 ４年間から６年間 1 ― 

本社 
(兵庫県尼崎市) 

汎用コンピューター他 一式 ４年間から６年間 0 ― 

３ 【設備の新設、除却等の計画】
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
(注) 発行済株式総数の減少は自己株式の利益による消却によるものであります。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 155,708,000 

計 155,708,000 

種類
事業年度末現在発行数 

(株) 
(平成25年３月31日)

提出日現在発行数 
(株) 

(平成25年６月27日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,388,682 41,388,682 
大阪証券取引所 
(市場第二部)

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら限

定のない当社における

標準となる株式。 

なお、単元株式数は、

1,000株であります。 

計 41,388,682 41,388,682 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(百万円)

資本金残高 
  

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成12年４月１日 
～ 

平成13年３月31日
△4,292,000 41,388,682 ― 5,913 ― 4,705 
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(6) 【所有者別状況】 

平成25年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式312,433株は、「個人その他」に312単元および「単元未満株式の状況」に433株を含めて記載してお

ります。 

２ 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式５単元を含めております。 

  

(7) 【大株主の状況】 

平成25年３月31日現在 

 
 (注) 株主大谷勇氏（平成24年８月６日逝去）の所有株式数に関しましては、基準日（平成25年３月31日）現在、名

義書換未了のため、故人名義のまま記載しております。  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満 
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関
金融商品 
取引業者

その他の 
法人

外国法人等
個人 
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 17 15 84 31 1 1,619 1,767 ― 

所有株式数 
(単元) 

― 4,573 248 24,266 2,755 7 9,363 41,212 176,682 

所有株式数 
の割合(％) 

― 11.11 0.60 58.88 6.68 0.02 22.72 100.00 ― 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

大谷製鉄株式会社 富山県射水市奈呉の江８－４ 8,937 21.59 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－３－１ 3,922 9.47 

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１－８－11 2,237 5.40 

新日鉄住金エンジニアリング株式会
社 

東京都品川区大崎１－５－１ 1,672 4.04 

財団法人大谷教育文化振興財団 兵庫県西宮市川西町13－10 1,659 4.00 

大同生命保険株式会社 
(常任代理人 日本トラスティ・サー
ビス信託銀行株式会社) 

大阪府大阪市西区江戸堀１－２－１
（東京都中央区晴海１－８－11） 

1,293 3.12 

大 谷  民 明 兵庫県神戸市東灘区 1,200 2.89 

大 谷  勇 兵庫県西宮市 1,200 2.89 

大 谷  智 代 兵庫県西宮市 1,185 2.86 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,066 2.57 

計 ― 24,372 58.89 
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(8) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成25年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権５個)含まれ

ております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式433株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成25年３月31日現在 

 
  

(9) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数 (個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

 
普通株式 312,000

―
権利内容に何ら限定のない 

当社における標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
 
普通株式 40,900,000 40,900 同上 

単元未満株式 
 
普通株式 176,682 ― 同上 

発行済株式総数 41,388,682 ― ― 

総株主の議決権 ― 40,900 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計(株)

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
ＳＥＣカーボン株式会社 

兵庫県尼崎市潮江一丁目 
２番６号 
尼崎フロントビル６階 

312,000 ― 312,000 0.76 

計 ― 312,000 ― 312,000 0.76 
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(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  
(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

 
(注) 当期間における取得自己株式には平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。 

  
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注) １ 当期間における処分自己株式には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買増請求による売渡による株式数は含まれておりません。 

 ２ 当期間における保有自己株式数には、平成25年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取り及び買増請求による売渡による株式数は含まれておりません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 4,669 1 

当期間における取得自己株式 750 0 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他 
(単元未満株式の買増請求による売渡) 

500 0 ― ― 

保有自己株式数 312,433 ― 313,183 ― 
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配当につきましては、株主に対する永続的かつ安定的な利益還元を経営の最重要課題と考えており、企

業体質の強化のための投資に必要な内部留保を確保しつつ、各事業年度の業績を勘案してできる限り安定

的に実施していきたいと考えております。 

上記の方針に基づき、会社法第454条第５項に規定する中間配当と期末配当をそれぞれ取締役会で決定

できる旨を定款で定めており、年２回配当を行うことを基本方針にしておりますので、当事業年度の配当

金につきましては、内部留保を考慮し、次のように決定いたしました。 

  

 
  

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 
  

 
(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【配当政策】

決議年月日
配当金の総額 
(百万円)

1株当たり配当額 
(円)

平成24年11月12日 
取締役会決議

205 5 

平成25年５月14日 
取締役会決議

205 5 

４ 【株価の推移】

回次 第89期 第90期 第91期 第92期 第93期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高(円) 1,021 768 598 460 439 

最低(円) 260 325 350 241 219 

月別
平成24年 
10月

 
11月

 
12月

平成25年 
１月

 
２月

 
３月

最高(円) 257 264 331 354 388 439 

最低(円) 223 230 255 311 327 335 
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長 
代表取締役 

 大 谷 民 明 昭和23年９月３日生

昭和44年５月 当社入社 

(注)3 1,200 

平成５年３月 当社総務部長 

平成５年６月 当社取締役総務部長 

平成９年６月 当社常務取締役総務部・経理部担

当 

平成11年６月 当社専務取締役調査室・総務部・

経理部担当 

平成14年９月 当社専務取締役調査・総務・経理

部門統括 

平成17年６月 当社代表取締役社長(現任) 

常務取締役 
販売部門統
括、東京事
務所長 

佐 近 啓 一 昭和25年４月20日生

平成11年７月 当社入社(住友化学工業㈱より) 

(注)3 20 

平成12年４月 当社海外電極営業部長兼技師長 

平成15年６月 当社執行役員海外営業担当、海外

営業部長兼ＳＫ－Ｂ担当技師長 

平成17年６月 当社取締役営業部門担当、カソー

ド技師長兼東京事務所長 

平成18年６月 当社取締役販売部門担当、カソー

ド技師長兼東京事務所長 

平成19年６月 当社常務取締役販売部門統括、東

京事務所長(現任) 

常務取締役 

生産部門統
括、京都工
場長兼岡山
工場長 

二 宮 博 文 昭和24年７月２日生

昭和47年３月 当社入社 

(注)3 4 

平成14年２月 当社京都工場施設部長 

平成17年６月 当社取締役工場部門担当、京都工

場長 

平成18年６月 当社取締役生産部門担当、京都工

場長 

平成19年６月 当社常務取締役生産部門統括、京

都工場長 

平成24年９月 当社常務取締役生産部門統括、京

都工場長兼岡山工場長 

平成25年３月 当社常務取締役生産部門統括、京

都工場長、京都工場業務部長兼岡

山工場長(現任) 

常務取締役 
管理部門統
括 

吉 澤   潔 昭和24年11月21日生

平成13年７月 当社入社(㈱日本興業銀行より) 

(注)3 3 

平成14年４月 当社海外営業部長 

平成15年６月 当社経理部長 

平成17年６月 当社取締役経理部長 

平成23年６月 当社取締役法務管理部長兼経理部

長 

平成24年６月 当社常務取締役管理部門統括(現

任) 
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(注) １．取締役大谷壽一は、社外取締役であります。 

２．監査役岡和彦と早崎寛は、社外監査役であります。 

３．平成25年６月27日開催の定時株主総会終結の時から平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時までであり

ます。 

４．平成23年６月29日開催の定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時までであり

ます。 

５．平成22年６月29日開催の定時株主総会終結の時から平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時までであり

ます。 

６．平成24年６月28日開催の定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時までであり

ます。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 
国内電極営
業担当兼特
炭営業担当 

衣 笠 博 和 昭和27年11月19日生

昭和50年３月 協和カーボン㈱入社 

(注)3 6 

昭和61年12月 協和カーボン㈱との合併により当

社入社 

平成17年６月 当社カソード営業部長 

平成20年２月 当社特炭営業部長 

平成22年６月 当社取締役特炭営業部長 

平成22年９月 当社取締役国内電極営業担当兼特

炭営業担当(現任) 

取締役 
京都工場生
産部長 

水 谷 知 朗 昭和30年11月２日生

昭和51年３月

昭和61年12月

 
平成21年７月

平成23年３月

平成23年６月

協和カーボン㈱入社 

協和カーボン㈱との合併により当

社入社 

当社京都工場製造部長 

当社京都工場生産部長 

当社取締役京都工場生産部長(現

任) 

(注)3 3 

取締役  大 谷 壽 一 昭和30年11月12日生

平成６年６月 当社監査役 

(注)3 13 

平成９年６月 当社取締役 

平成15年３月 大谷製鉄㈱代表取締役社長(現任) 

平成15年６月 当社取締役退任 

平成19年６月 当社取締役(現任) 

監査役 
(常勤) 

 江 川 和 則 昭和24年６月20日生

昭和47年３月 協和カーボン㈱入社 

(注)4 5 

昭和61年12月 協和カーボン㈱との合併により当

社入社 

平成14年４月 当社京都工場技術部長 

平成19年３月 当社京都工場製造部長 

平成19年６月 当社取締役京都工場製造部長 

平成21年７月 当社取締役京都工場副工場長 

平成23年６月 当社監査役(現任) 

監査役  岡   和 彦 昭和22年２月１日生

昭和50年４月 大阪弁護士会弁護士登録 

(注)5 ―
昭和61年９月 岡法律事務所開設 

平成５年８月 当社顧問弁護士 

平成18年６月 当社監査役(現任) 

監査役  早 崎   寛 昭和28年４月16日生

昭和47年４月 兵庫県芦屋市役所入所 

(注)6 1 平成18年３月 同所退職 

平成18年６月 当社監査役(現任) 

計 1,255 
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(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 
  

① 企業統治の体制 

イ.企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由 

当社は、監査役設置会社モデルを採用しております。代表取締役１名を含む取締役７名で構成され

る取締役会では、経営上の重要な意思決定を行うとともに、内部統制委員会等を通して経営監視にも

意を払っております。監査役監査は社外監査役２名を含む監査役３名の体制をとっております。監査

役は取締役会やその他の重要な経営会議への出席等を通して取締役の職務の執行を監督しておりま

す。 

当社が監査役設置会社を採用するのは、当社の規模・業態等に鑑みれば、監査役設置会社の制度設

計によっても取締役会・監査役(会)による経営監視は十分機能すると考えているからです。 

ロ.内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況 

当社では、業務の有効性、効率性の確保、法令の遵守及び財務報告の信頼性を確保する観点から、

内部統制システム及びリスク管理体制を概ね次のとおり整備しております。 

・当社の経営理念・行動指針に則った行動を促進するため、ＳＥＣカーボン：行動ガイドライン

を作成し、その浸透を図っております。 

・権限と責任を明確にするため、職務権限規程や業務分掌規程を定めております。 

・リスクマネジメントに関しては、リスクマネジメント規程を定め、内部統制委員会が潜在的な

リスクの発生防止(リスク管理)および顕在化したリスクへの対応(危機管理)の両面から、リス

クマネジメント体制の推進を図っています。リスク管理の面では、リスクチェックリストによ

るモニタリングを定期的に実施し、抽出された重要リスクの低減に取り組んでおります。ま

た、大規模な事故、災害等が発生した場合の対応として、危機管理規程・事業継続計画

(BUSINESS CONTINUITY PLAN:BCP)を定め、緊急時対応の整備をするとともに、定期的に訓練を

実施しております。 

・コンプライアンスに関しては、コンプライアンス規程を定め、内部統制委員会が法令の遵守に

関する教育・研修等の施策を立案し、定期的に実施しております。さらに、法令の遵守に関す

る事前相談制度及び内部通報制度を設けて、自社自浄機能の補完に努めております。 

・金融商品取引法に従い、財務報告に係る内部統制の整備を行うとともにその運用状況を含めて

定期的に評価しております。 

・購買業務規程に暴力団排除条項を定め、警察や地元企業等と連携しながら、反社会的勢力との

関係排除に努めております。 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】
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なお、当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は、次のとおりであります。 

  
 

  

ハ.責任限定契約の内容の概要 

当社は社外監査役との間で会社法第427条第１項の規定に基づく責任限定契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく責任の限度額は、法令が定める額とする旨定款に定めております。 

  

② 内部監査及び監査役監査 

内部監査は、社長直轄の部門である法務管理部(部長以下３名にて構成)が実施しております。社長の

内部監査に関する基本方針に基づき、法務管理部が年間の監査計画を立案し、社長承認後に計画に従っ

て監査を実施しております。監査において明らかになった問題点は、法務管理部が社長に直接報告し、

その内容は社長・役員経由で被監査部門に伝えられます。法務管理部は被監査部門の改善状況につい

て、後日にフォローアップ監査にて確認し、その結果を社長に報告しております。 

監査役監査は、社外監査役２名を含む監査役３名の体制をとっております。監査役は取締役会やその

他の重要な経営会議に出席するとともに、監査計画に基づき業務・会計監査を実施して取締役の職務の

執行を監督しております。 

内部監査においては、必要に応じて監査役及び会計監査人と調整・連携を行い、適正な監査の実施に

努めております。また、監査役監査においては、会計監査人から会計監査の方法及び結果について報告

を受けるとともに、内部監査部門である法務管理部とも相互連携を行い、適正な監査の実施に努めてお

ります。 
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③ 社外取締役及び社外監査役 

当社の社外取締役は１名であります。また、社外監査役は２名であります。 

当社では、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準は特別設けておりません

が、豊富な知識、経験に基づき客観的な視点から当社の経営等に対し、適切な意見を述べて頂ける方を

選任しております。 

当社の社外取締役である大谷壽一は、取締役社長大谷民明と三親等の親族にあたり、当社発行株式の

21.59％を保有する大谷製鉄株式会社の代表取締役社長を務めております。当社は同社に対し、当社製

品の販売を行っております。当該社外取締役を選任している理由としては、当社と単に無関係であれば

よいというわけではなく、法定の要件を備えた人物で、一定程度当社と当業界のことを熟知し、かつ、

経営者としての豊富な知識、経験を生かし、経営陣より独立した客観的立場で適切なアドバイスを得る

ことを期待するためであります。 

当社と社外監査役との間に人的関係はありません。なお、社外監査役早崎寛は当社株式を１千株保有

しております。当該社外監査役を選任している理由としては、経営の監視のためであります。 

また、社外取締役または社外監査役による監督または監査活動においては、必要に応じて内部監査・

内部統制部門、監査役および会計監査人との相互連携を行い、経営効率の向上と経営の健全性の維持・

強化を図っております。 

  

④ 役員の報酬等 

イ.提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 
  

   

ロ.提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等 

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。 

ハ.使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの 

該当事項はありません。 

ニ.役員の報酬等の額の決定に関する方針 

各取締役の報酬額は、株主総会で決められた上限額の範囲内で取締役会の決議により各取締役の役

位などをふまえて決定します。各監査役の報酬額は、株主総会で決められた上限額の範囲内で監査役

会の協議により各監査役の役位などをふまえて決定します。 

  

⑤ 株式の保有状況 

イ.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

銘柄数                44銘柄 

貸借対照表計上額の合計額      6,120百万円 

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役 
(社外取締役を除く。) 

138 138 ― ― ― 7 

監査役 
(社外監査役を除く。) 

17 17 ― ― ― 2 

社外役員 14 14 ― ― ― 3 

― 26 ―



  
ロ.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的 

（前事業年度） 

 特定投資株式 
  

 
(注) 貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下の銘柄も含め、上位30銘柄について記載しております。 

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

大和工業㈱ 1,307,000 3,156 取引関係の維持強化 

日本電信電話㈱ 77,300 290 取引関係の維持強化 

新日本製鐵㈱ 1,268,362 287 取引関係の維持強化 

住友電気工業㈱ 203,000 229 取引関係の維持強化

トピー工業㈱ 806,774 207 取引関係の維持強化

花王㈱ 70,000 152 取引関係の維持強化

ナカバヤシ㈱ 722,000 143 取引関係の維持強化

三菱商事㈱ 68,200 130 取引関係の維持強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・ 
グループ 

225,000 92 取引関係の維持強化

大同特殊鋼㈱ 151,554 86 取引関係の維持強化

ＪＦＥホールディングス㈱ 44,400 78 取引関係の維持強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 448,000 60 取引関係の維持強化

日亜鋼業㈱ 252,000 52 取引関係の維持強化

合同製鐵㈱ 212,327 45 取引関係の維持強化

中部鋼鈑㈱ 100,034 44 取引関係の維持強化

住友商事㈱ 36,000 43 取引関係の維持強化

㈱京都銀行 57,000 42 取引関係の維持強化

㈱淀川製鋼所 116,000 41 取引関係の維持強化

大阪瓦斯㈱ 105,000 34 取引関係の維持強化

㈱ＮＴＴドコモ 250 34 取引関係の維持強化

ダイダン㈱ 58,000 29 取引関係の維持強化

㈱エディオン 50,500 29 取引関係の維持強化

三菱製鋼㈱ 100,000 28 取引関係の維持強化

㈱ケー・エフ・シー 36,000 23 取引関係の維持強化

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 20,000 19 取引関係の維持強化

キリンホールディングス㈱ 17,000 18 取引関係の維持強化

㈱四国銀行 53,500 16 取引関係の維持強化

ＪＸホールディングス㈱ 31,030 15 取引関係の維持強化

㈱中央倉庫 21,000 13 取引関係の維持強化

伊藤忠商事㈱ 12,000 10 取引関係の維持強化
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（当事業年度） 

 特定投資株式 
  

 
(注) 貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下の銘柄も含め、上位30銘柄について記載しております。 

  

ハ.保有目的が純投資目的である投資株式 

該当事項はありません。 

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

大和工業㈱ 1,307,000 3,609 取引関係の維持強化 

日本電信電話㈱ 77,300 317 取引関係の維持強化 

新日鐵住金㈱ 1,274,802 299 取引関係の維持強化 

住友電気工業㈱ 203,000 235 取引関係の維持強化

花王㈱ 70,000 215 取引関係の維持強化

トピー工業㈱ 846,916 186 取引関係の維持強化

ナカバヤシ㈱ 722,000 142 取引関係の維持強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・ 
グループ 

225,000 125 取引関係の維持強化

三菱商事㈱ 68,200 118 取引関係の維持強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 448,000 89 取引関係の維持強化

大同特殊鋼㈱ 160,520 82 取引関係の維持強化

ＪＦＥホールディングス㈱ 44,400 78 取引関係の維持強化

日亜鋼業㈱ 252,000 72 取引関係の維持強化

㈱京都銀行 57,000 52 取引関係の維持強化

大阪瓦斯㈱ 105,000 43 取引関係の維持強化

住友商事㈱ 36,000 42 取引関係の維持強化

㈱淀川製鋼所 116,000 40 取引関係の維持強化

中部鋼鈑㈱ 103,655 37 取引関係の維持強化

合同製鐵㈱ 217,108 36 取引関係の維持強化

㈱ＮＴＴドコモ 250 35 取引関係の維持強化

ダイダン㈱ 58,000 29 取引関係の維持強化

キリンホールディングス㈱ 17,000 25 取引関係の維持強化

㈱ケー・エフ・シー 36,000 24 取引関係の維持強化

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 20,000 22 取引関係の維持強化

㈱エディオン 50,500 21 取引関係の維持強化

三菱製鋼㈱ 100,000 20 取引関係の維持強化

㈱中央倉庫 21,000 17 取引関係の維持強化

ＪＸホールディングス㈱ 31,030 16 取引関係の維持強化

㈱四国銀行 53,500 15 取引関係の維持強化

伊藤忠商事㈱ 12,000 13 取引関係の維持強化
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⑥ 会計監査の状況 

当社は有限責任監査法人トーマツと監査契約を結び、会社法監査及び金融商品取引法監査を受けてお

ります。当事業年度における当社の監査業務を執行した公認会計士の氏名及び業務監査に係る補助者の

構成は次のとおりであります。 
  

 
  

 
  

⑦ 取締役の定数 

当社の取締役は、９名以内とする旨定款に定めております。 

  

⑧ 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨および累積投票によらない旨定款に定めてお

ります。 

  

⑨ 剰余金の配当等の決定機関 

当社は、剰余金の配当等は取締役会で決定することができる旨定款に定めております。取締役の任期

を１年とした上で、当社の利益状況に適した配当水準及び時期を取締役会にて適宜判断することによ

り、当社の経営の成果を適切に株主に還元することが可能になると判断しております。 

  

⑩ 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨

定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会

の円滑な運営を行うことを目的とするものです。 

  

業務を執行した公認会計士の氏名  

氏名 所属する監査法人

指定有限責任社員 業務執行社員 仲尾 彰記 有限責任監査法人トーマツ 

指定有限責任社員 業務執行社員 西方  実 有限責任監査法人トーマツ 

補助者の構成  

区分 人数

公認会計士 ４名

会計士補等 ２名

その他 １名

計 ７名
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(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 
  

   

② 【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。 

  

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

該当事項はありません。 

  

④ 【監査報酬の決定方針】 

該当事項はありません。 

  

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円)

非監査業務に 
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円)

非監査業務に 
基づく報酬(百万円)

提出会社 24 ― 22 ― 

連結子会社 ― ― ― ― 

計 24 ― 22 ― 
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第５ 【経理の状況】 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成24年４月１日から平成

25年３月31日まで)及び事業年度(平成24年４月１日から平成25年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。 

  

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計

基準等の内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備

するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しています。また、同機構の行う研修に参加しておりま

す。 

  

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,246 1,273

受取手形及び売掛金 8,828 7,888

商品及び製品 1,560 1,834

仕掛品 7,402 8,902

原材料及び貯蔵品 1,285 1,209

繰延税金資産 136 111

その他 394 165

貸倒引当金 △17 △17

流動資産合計 21,836 21,368

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 12,953 12,970

減価償却累計額 △6,374 △6,855

建物及び構築物（純額） 6,578 6,115

機械装置及び運搬具 43,559 43,767

減価償却累計額 △29,813 △33,054

機械装置及び運搬具（純額） 13,745 10,713

工具、器具及び備品 1,502 1,505

減価償却累計額 △1,292 △1,372

工具、器具及び備品（純額） 209 132

土地 1,300 1,300

リース資産 99 123

減価償却累計額 △50 △60

リース資産（純額） 48 62

建設仮勘定 229 64

有形固定資産合計 22,113 18,388

無形固定資産 113 123

投資その他の資産   

投資有価証券 ※  5,580 ※  6,206

その他 218 194

貸倒引当金 △19 △19

投資その他の資産合計 5,779 6,381

固定資産合計 28,006 24,893

資産合計 49,842 46,262
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,965 2,254

短期借入金 5,302 3,516

リース債務 20 33

未払法人税等 390 204

未払消費税等 1 180

賞与引当金 216 203

その他 1,174 802

流動負債合計 10,070 7,194

固定負債   

長期借入金 4,597 3,080

リース債務 31 60

長期未払金 31 31

繰延税金負債 561 852

退職給付引当金 1,284 1,153

環境対策引当金 287 207

固定負債合計 6,792 5,385

負債合計 16,863 12,580

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,913 5,913

資本剰余金 5,247 5,247

利益剰余金 19,949 20,251

自己株式 △161 △162

株主資本合計 30,948 31,250

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,025 2,426

その他の包括利益累計額合計 2,025 2,426

少数株主持分 4 4

純資産合計 32,979 33,681

負債純資産合計 49,842 46,262
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 
【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 28,341 26,667

売上原価 ※1  23,794 ※1  22,694

売上総利益 4,546 3,973

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  3,462 ※2, ※3  3,050

営業利益 1,084 923

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 102 97

不動産賃貸料 99 85

為替差益 170 88

デリバティブ評価益 － 46

補助金収入 235 －

雑収入 124 49

営業外収益合計 732 367

営業外費用   

支払利息 30 34

不動産賃貸原価 19 20

デリバティブ評価損 27 －

雑支出 14 10

営業外費用合計 92 65

経常利益 1,725 1,224

特別利益   

固定資産売却益 － ※4  0

特別利益合計 － 0

特別損失   

固定資産除却損 ※5  40 ※5  86

投資有価証券評価損 43 4

特別損失合計 83 90

税金等調整前当期純利益 1,641 1,134

法人税、住民税及び事業税 569 317

法人税等調整額 159 103

法人税等合計 729 420

少数株主損益調整前当期純利益 912 713

少数株主利益 0 0

当期純利益 912 713
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【連結包括利益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 912 713

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △126 400

その他の包括利益合計 ※  △126 ※  400

包括利益 785 1,114

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 785 1,113

少数株主に係る包括利益 0 0
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 5,913 5,913

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,913 5,913

資本剰余金   

当期首残高 5,247 5,247

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 5,247 5,247

利益剰余金   

当期首残高 19,571 19,949

当期変動額   

剰余金の配当 △534 △410

当期純利益 912 713

当期変動額合計 377 302

当期末残高 19,949 20,251

自己株式   

当期首残高 △153 △161

当期変動額   

自己株式の取得 △8 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △8 △1

当期末残高 △161 △162

株主資本合計   

当期首残高 30,579 30,948

当期変動額   

剰余金の配当 △534 △410

当期純利益 912 713

自己株式の取得 △8 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 369 301

当期末残高 30,948 31,250
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 2,152 2,025

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △126 400

当期変動額合計 △126 400

当期末残高 2,025 2,426

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 2,152 2,025

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △126 400

当期変動額合計 △126 400

当期末残高 2,025 2,426

少数株主持分   

当期首残高 4 4

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 0

当期変動額合計 0 0

当期末残高 4 4

純資産合計   

当期首残高 32,737 32,979

当期変動額   

剰余金の配当 △534 △410

当期純利益 912 713

自己株式の取得 △8 △1

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △126 400

当期変動額合計 242 702

当期末残高 32,979 33,681
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,641 1,134

減価償却費 3,942 4,874

投資有価証券評価損益（△は益） 43 4

環境対策引当金の増減額（△は減少） △42 △79

退職給付引当金の増減額（△は減少） △34 △130

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △41 △12

受取利息及び受取配当金 △102 △97

支払利息 30 34

補助金収入 △235 －

為替差損益（△は益） △197 △112

固定資産売却損益（△は益） － △0

固定資産除却損 40 86

売上債権の増減額（△は増加） △1,560 939

たな卸資産の増減額（△は増加） △147 △1,697

仕入債務の増減額（△は減少） 391 △711

未払消費税等の増減額（△は減少） △0 179

未収消費税等の増減額（△は増加） 87 128

その他 11 △246

小計 3,836 4,292

利息及び配当金の受取額 102 97

利息の支払額 △31 △28

補助金の受取額 35 200

法人税等の支払額 △757 △501

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,185 4,059

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △130 △140

定期預金の払戻による収入 60 130

有形固定資産の取得による支出 △5,637 △1,323

無形固定資産の取得による支出 △53 △19

固定資産の売却による収入 － 0

投資有価証券の取得による支出 △17 △16

投資有価証券の売却による収入 0 －

その他 △27 △33

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,806 △1,403

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,600 △2,500

長期借入れによる収入 400 －

長期借入金の返済による支出 － △802

自己株式の純増減額（△は増加） △8 △1

配当金の支払額 △534 △412

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

リース債務の返済による支出 △23 △34

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,432 △3,750

現金及び現金同等物に係る換算差額 197 112

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10 △982

現金及び現金同等物の期首残高 2,105 2,116

現金及び現金同等物の期末残高 ※  2,116 ※  1,133
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【注記事項】 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 
  

 (1) 連結子会社の数    １社 

連結子会社は、東邦カーボン㈱であります。 
  

 (2) 非連結子会社の数   １社 

非連結子会社は、ＳＥＣ産業㈱であります。 
  

 (3) 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社のＳＥＣ産業㈱は小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

  

非連結子会社及び関連会社については当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、これらの会社に対する投資勘定に

ついては、持分法を適用せず原価法により評価しております。 

非連結子会社は上記のＳＥＣ産業㈱１社で、関連会社は㈱ハイテンプ・マテリアルズ・システム１社

であります。 

  

連結子会社である東邦カーボン㈱の決算日は、12月31日であります。 

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っております。 

  

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定) 

時価のないもの  移動平均法による原価法 

  ② デリバティブ 

時価法 

  ③ たな卸資産 

主として総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法) 
  

１ 連結の範囲に関する事項

２ 持分法の適用に関する事項

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

４ 会計処理基準に関する事項
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 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産(リース資産を除く)  定率法 

(ただし、岡山工場については、定額法) 

平成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設備は除く)については、定額法を採用しておりま

す。 

耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

  ② 無形固定資産(リース資産を除く)  定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。 

  ③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
  

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は、貸倒実績率法によっており、貸倒懸念債権及

び破産更生債権等は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  ② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

  ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定率

法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から処理しております。 

  ④ 環境対策引当金 

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」に基づくポリ塩化ビフェニ

ル(ＰＣＢ)廃棄物処理費用の支出に備えるため、当連結会計年度において合理的に見積もることがで

きる額を計上しております。 
  

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 
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 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

予定取引に係る為替予約等に関して、繰延ヘッジ処理を採用しております。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

外貨建取引(金銭債権債務及び外貨建予定取引)の為替変動リスクに対して為替予約取引等をヘッジ

手段として用いております。 

  ③ ヘッジ方針 

為替予約等は通常の取引の範囲内で、外貨建営業債権債務に係る将来の為替レート変動リスクを回

避する目的で為替予約取引等を行っております。為替予約取引等は通常の外貨建売上債権に係る輸出

実績等を踏まえ、必要な範囲で実施しております。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段およびヘッジ対象について、個々の取引毎のヘッジの有効性を評価しておりますが、ヘ

ッジ対象となる外貨建取引と為替予約取引等について、通貨、金額、期間等の条件が同一の場合は、

ヘッジの有効性が極めて高いことから評価を省略しております。 

  ⑤ その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの 

当社の為替予約取引等は、社内規程に基づき、基本方針について代表取締役の承認を得て、経理部

が営業各部作成の入金予定及び為替レートを検討したうえで実行しております。また、その管理は経

理部が営業各部より販売契約残高の報告を求め商社及び金融機関からの残高通知書との照合及び実需

との確認を行うとともに、毎月の取引実績を役員会へ報告しております。 

また、法務管理部も内部監査等を実施し、リスク管理に努めております。 
  

 (6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
  

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
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(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更) 

  

法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益がそれぞれ26百万円増加しております。 

  

(未適用の会計基準等) 
  

・「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日) 

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日) 
  

 (1) 概要 

本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及

び未認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に

改正されたものです。 
  

 (2) 適用予定日 

平成26年３月期の期末より適用予定です。ただし、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正に

ついては、平成27年３月期の期首より適用予定です。 
  

 (3) 当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。 

  

(連結貸借対照表関係) 
  

各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

 
  

(連結損益計算書関係) 
  

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額は、次のとおりであります。

 
  

※  非連結子会社及び関連会社に係る注記

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当連結会計年度 

(平成25年３月31日)

投資有価証券(株式) 24百万円 24百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

売上原価(△は戻入額) △126百万円 △5百万円 
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※４ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 

 
  
※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

荷造費、運賃及び保管料 1,224百万円 1,096百万円 

販売手数料 828 761 

貸倒引当金繰入額 2 ― 

給料、諸手当(役員報酬含む) 467 435 

従業員賞与 52 44 

賞与引当金繰入額 41 40 

環境対策引当金繰入額(△は戻入額) △30 △79 

退職給付費用 21 18 

租税公課 63 50 

賃借料 123 116 

研究開発費 135 96 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

135百万円   96百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

工具、器具及び備品 ―百万円 0百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

建物及び構築物 11百万円 0百万円 

機械装置及び運搬具 26 84 

工具、器具及び備品 1 1 

その他 0 0 

合計 40百万円 86百万円 
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(連結包括利益計算書関係) 

  

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 

  
(連結株主資本等変動計算書関係) 

  

前連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 
  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   

（変動事由の概要） 
増加数の内訳は、次のとおりであります。 
 単元未満株式の買取りによる増加      26千株 

  
減少数の内訳は、次のとおりであります。 
 単元未満株式の買増しによる減少       0千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

   

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

その他有価証券評価差額金   

 当期発生額 △517百万円 608百万円 

 組替調整額 37 4 

  税効果調整前 △480 613 

  税効果額 353 △212 

  その他有価証券評価差額金 △126 400 

その他の包括利益合計 △126百万円 400百万円 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 41,388 － － 41,388 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 282 26 0 308 

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年５月13日 
取締役会 

普通株式 328 8 平成23年３月31日 平成23年６月13日

平成23年11月11日 
取締役会 

普通株式 205 5 平成23年９月30日 平成23年12月５日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年５月15日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 205 5 平成24年３月31日 平成24年６月11日
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当連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 
  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加        4千株 

  

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増しによる減少        0千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

   

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。 

 
  

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 41,388 － － 41,388 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 308 4 0 312 

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成24年５月15日 
取締役会 

普通株式 205 5 平成24年３月31日 平成24年６月11日

平成24年11月12日 
取締役会 

普通株式 205 5 平成24年９月30日 平成24年12月３日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年５月14日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 205 5 平成25年３月31日 平成25年６月10日

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

現金及び預金勘定 2,246百万円 1,273百万円 

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △130 △140 

現金及び現金同等物 2,116百万円 1,133百万円 
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(リース取引関係) 

  

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により、算定しております。 
  

当連結会計年度(平成25年３月31日) 

 
  

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 
なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込み法」により、算定しております。 

  

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

 
  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

  

 機械装置及び運搬具 工具、器具及び備品 合計

取得価額相当額 6百万円 59百万円 66百万円 

減価償却累計額相当額 5 57 63 

期末残高相当額 0百万円 1百万円 2百万円 

 機械装置及び運搬具 工具、器具及び備品 合計

取得価額相当額 ―百万円 ―百万円 ―百万円 

減価償却累計額相当額 ― ― ― 

期末残高相当額 ―百万円 ―百万円 ―百万円 

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当連結会計年度 

(平成25年３月31日)

１年以内 2百万円 ―百万円 

１年超 ― ― 

合計 2百万円 ―百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

支払リース料 15百万円 2百万円 

減価償却費相当額 15百万円 2百万円 
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１ ファイナンス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 (1) リース資産の内容 

  ・有形固定資産 

主として、汎用コンピューター(工具、器具及び備品)であります。 

 (2) リース資産の減価償却の方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

  

２ オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

 
  

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当連結会計年度 

(平成25年３月31日)

１年以内 61百万円 60百万円 

１年超 88 28 

合計 150百万円 88百万円 
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(金融商品関係) 

  

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については基本的に安全性の高い金融資産で運用し、資金調達について

は運転資金及び設備投資資金等の資金需要に応じて銀行借入を行う方針であります。また、デリバテ

ィブ取引については、外貨建売上債権の為替の変動リスクを回避するために、為替予約取引等を行っ

ており、投機的な取引は行わない方針であります。 
  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。当該リスクについては、取引先

ごとに与信管理、期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の財務状況の悪化等による回収懸念

の早期把握や軽減を図っております。外貨建売上債権は、為替の変動リスクに晒されております。当

該リスクについては、為替予約取引等を利用してヘッジしております。 

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。主に業務上の関係を有する企業の株

式であり、定期的に時価の把握を行っております。 

買掛金、未払法人税等、未払消費税等は、１年以内の支払期日のものであります。短期借入金及び

長期借入金は主に運転資金及び設備投資資金等の資金調達を目的としたものであります。これらの負

債は資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)に晒されております

が、当社グループでは適時に資金繰り計画を作成及び更新し当該リスクを管理しております。 

デリバティブ取引については、外貨建売上債権の為替の変動リスクを回避するために、為替予約取

引等を行っております。為替予約取引等は、社内規程に基づき、基本方針について代表取締役の承認

を得て、経理部が営業各部作成の入金予定及び為替レートを検討したうえで実行しております。ま

た、その管理は経理部が営業各部より販売契約残高の報告を求め商社及び金融機関からの残高通知書

との照合及び実需との確認を行うとともに、毎月の取引実績を役員会へ報告しております。また、相

手先は、信用度の高い総合商社及び金融機関のみであり、契約が履行されないことによるリスクは極

めて少ないものと判断しております。 
  

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

  

１ 金融商品の状況に関する事項
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連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把

握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。((注)２を参照ください) 
  

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
(※)デリバティブ取引によって生じた正味の債権、債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、( )で示しております。 

  

当連結会計年度(平成25年３月31日) 

 
(※)デリバティブ取引によって生じた正味の債権、債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、( )で示しております。 

  

２ 金融商品の時価等に関する事項

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

(1)現金及び預金 2,246 2,246 ― 

(2)受取手形及び売掛金 8,828 8,828 ― 

(3)投資有価証券    

  その他有価証券 5,544 5,544 ― 

資産計 16,619 16,619 ― 

(4)買掛金 2,965 2,965 ― 

(5)短期借入金 5,302 5,302 ― 

(6)未払法人税等 390 390 ― 

(7)未払消費税等 1 1 ― 

(8)長期借入金 4,597 4,580 △16 

負債計 13,257 13,240 △16 

(9)デリバティブ取引 (※) (46) (46) ― 

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

(1)現金及び預金 1,273 1,273 ― 

(2)受取手形及び売掛金 7,888 7,888 ― 

(3)投資有価証券    

  その他有価証券 6,169 6,169 ― 

資産計 15,332 15,332 ― 

(4)買掛金 2,254 2,254 ― 

(5)短期借入金 3,516 3,516 ― 

(6)未払法人税等 204 204 ― 

(7)未払消費税等 180 180 ― 

(8)長期借入金 3,080 3,099 19 

負債計 9,236 9,255 19 

(9)デリバティブ取引 (※) 0 0 ― 
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(注) １ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3)投資有価証券 

 これらの時価については、取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項

については、「有価証券関係」注記を参照ください。 

(4)買掛金、(5)短期借入金、(6)未払法人税等、(7)未払消費税等 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(8)長期借入金 

 これらの時価については、元利金の合計額を、同様の新規借り入れを行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。 

(9)デリバティブ取引 

 これらの時価については、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。また、注記事項

については、「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。 
  

(注) ２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 

 
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」には

含めておりません。 
  

(注) ３ 金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

   

当連結会計年度(平成25年３月31日) 

   

(注) ４ 長期借入金及びその他有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

   

当連結会計年度(平成25年３月31日) 

 
  

区分
平成24年３月31日

(百万円)
平成25年３月31日

(百万円)

非上場株式 36 36 

 １年以内(百万円)

 現金及び預金 2,246 

 受取手形及び売掛金 8,828 

合計 11,074 

 １年以内(百万円)

 現金及び預金 1,273 

 受取手形及び売掛金 7,888 

合計 9,162 

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

 短期借入金 4,500 ― ― ― ― ― 

 長期借入金 802 1,516 1,516 1,518 44 ― 

合計 5,302 1,516 1,516 1,518 44 ― 

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

 短期借入金 2,000 ― ― ― ― ― 

 長期借入金 1,516 1,516 1,518 44 ― ― 

合計 3,516 1,516 1,518 44 ― ― 
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(有価証券関係) 

  

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
 (注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

当連結会計年度(平成25年３月31日) 

 
 (注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

前連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

１ 満期保有目的の債券

２ その他有価証券

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

   

 ① 株式 5,054 1,857 3,196 

 ② その他 48 39 8 

   計 5,102 1,897 3,205 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

   

   株式 441 501 △59 

   計 441 501 △59 

合計 5,544 2,398 3,145 

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

   

 ① 株式 5,968 2,201 3,767 

 ② その他 59 39 20 

   計 6,028 2,240 3,787 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

   

   株式 141 170 △28 

   計 141 170 △28 

合計 6,169 2,411 3,758 

３ 連結会計年度中に売却したその他有価証券
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前連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

その他有価証券について、43百万円減損処理を行っております。 

  

当連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

その他有価証券について、４百万円減損処理を行っております。 

  

(デリバティブ取引関係) 
  

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

通貨関連 

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
(注) １ 時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ 通貨オプション取引は、買建・売建オプション料を相殺するゼロコストオプション取引であり、オ

プション料は発生しておりません。 

  

当連結会計年度(平成25年３月31日) 

 
(注)  時価の算定方法 先物為替相場に基づき算定しております。 

  

４ 減損処理を行った有価証券

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引 

以外の取引 

通貨オプション取引     

 売建コール 1,970 ― △10 △10 

 買建プット 1,148 ― △35 △35 

合 計 3,118 ― △46 △46 

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引 

以外の取引 

為替予約取引     

 売建 1,692 ― 0 0 
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(退職給付関係) 

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社グループは確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職金制度を設けております。

なお、当社グループは平成23年12月１日付で従来の適格退職年金制度から確定給付企業年金制度へ移行

いたしました。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 
(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

 
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、(1)勤務費用に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 
  

(2) 割引率 

   

(3) 期待運用収益率 

   

(4) 数理計算上の差異の処理年数 

10年(各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理する方法) 

  

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当連結会計年度 

(平成25年３月31日)

(1) 退職給付債務(百万円) 1,578 1,812 

(内訳)   

(2) 未認識過去勤務債務(百万円) ― ― 

(3) 未認識数理計算上の差異(百万円) △107 103 

(4) 年金資産(百万円) 402 555 

(5) 退職給付引当金(百万円) 1,284 1,153 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日)

当連結会計年度

(1) 勤務費用(百万円) 87 82 

(2) 利息費用(百万円) 42 39 

(3) 期待運用収益(百万円) △0 △0 

(4) 過去勤務債務の費用処理額(百万円) ― ― 

(5) 数理計算上の差異の費用処理額(百万円) 6 △22 

(6) 退職給付費用(百万円) 135 99 

(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

2.50％ 1.60％ 

(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

0.14％ 0.02％ 
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(税効果会計関係) 
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
(注) 当連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分

の５以下であるため注記を省略しております。 

  

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当連結会計年度 

(平成25年３月31日)

繰延税金資産     

 退職給付引当金 473百万円 421百万円 

 投資有価証券 100 104 

 環境対策引当金 109 78 

 賞与引当金 82 77 

 減損損失 22 22 

 未払事業税 32 19 

 貸倒引当金 17 17 

 長期未払金 11 11 

 未払社会保険料 11 11 

 一括償却資産 10 7 

 その他 23 15 

繰延税金資産小計 893 787 

評価性引当額 △154 △159 

繰延税金資産合計 739 627 

繰延税金負債     

 その他有価証券評価差額金 △1,119 △1,332 

 固定資産圧縮積立金 △44 △36 

繰延税金負債合計 △1,164 △1,368 

繰延税金負債の純額 △424 △740 

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当連結会計年度 

(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.6％ ―％ 

(調整)     

 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4％ ―％ 

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.5 ― 

 住民税均等割等 0.6 ― 

 税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 3.7 ― 

 評価性引当額増減 1.6 ― 

 試験研究費控除税額 △1.1 ― 

 その他 0.1 ― 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.4％ ―％ 
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(賃貸等不動産関係) 

  

 当社では、京都府及び岡山県その他の地域において、賃貸利用している不動産及び工場跡地等を有し

ております。なお、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりで

あります。 

 
（注) １ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

 ２ 期中増減額のうち、主なものは減価償却による減少であります。 

 ３ 期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指標等を用いて調整を行

ったものを含む。)であります。 

  

また、賃貸等不動産に関する損益は、次のとおりであります。 

 
なお、賃貸収益は営業外収益に、賃貸費用及びその他損益は、営業外費用に計上しております。 

  

  (単位：百万円) 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

連結貸借対照表計上額 

期首残高 181 178 

期中増減額 △3 △13 

期末残高 178 164 

期末時価 2,435 2,196 

  (単位：百万円) 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日)

前連結会計年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度

賃貸収益 93 79 

賃貸費用 18 18 

差額 74 60 

その他(損益) △13 △9 
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(セグメント情報等) 
  

【セグメント情報】 
  

 当社及び連結子会社は炭素製品の製造・販売を主な事業とする単一セグメントであるため、記載

を省略しております。 

  

【関連情報】 
  

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 
  

１ 製品及びサービスごとの情報 

 
  

２ 地域ごとの情報 

(1)売上高 

 
 (注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

(2) 有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３ 主要な顧客ごとの情報 

 
  

     (単位：百万円) 

 
アルミニウム製錬用

カソードブロック
人造黒鉛電極 特殊炭素製品

ファインパウダー

及びその他炭素製品
合計

外部顧客への売上高 11,987 10,429 3,041 2,882 28,341 

     (単位：百万円) 

日本 米州 アジア・中近東 欧州 その他の地域 合計

10,212 4,277 9,128 1,369 3,354 28,341 

 (単位：百万円) 

顧客の名称又は氏名 売上高

住友商事㈱ 12,265 

三菱商事㈱ 3,121 
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当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

  

１ 製品及びサービスごとの情報 

 
２ 地域ごとの情報 

(1)売上高 

 
 (注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

(2) 有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３ 主要な顧客ごとの情報 

 
  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 
  

該当事項はありません。 

  

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 
  

該当事項はありません。 

  

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 
  

該当事項はありません。 

  

     (単位：百万円) 

 
アルミニウム製錬用

カソードブロック
人造黒鉛電極 特殊炭素製品

ファインパウダー

及びその他炭素製品
合計

外部顧客への売上高 11,512 8,596 3,256 3,302 26,667 

     (単位：百万円) 

日本 米州 アジア・中近東 欧州 その他の地域 合計

9,978 4,392 8,443 1,379 2,473 26,667 

 (単位：百万円) 

顧客の名称又は氏名 売上高

住友商事㈱ 11,831 

三菱商事㈱ 2,099 
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【関連当事者情報】 

  

関連当事者との取引 

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

    連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等 

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 
(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 大谷製鉄㈱の議決権は、当社役員及びその近親者が98.8％を所有しております。(間接所有15.0％) 

２ 大谷製鉄㈱との取引は、市場価格を勘案して取引条件を取締役会で決定しております。 

３ 大谷製鉄㈱は、「連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等」グループの種類

「その他の関係会社」及び「主要株主」にも該当しております。 

４ 取引金額には消費税等が含まれておりません。 
  

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

 
(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 大谷製鉄㈱の議決権は、当社役員及びその近親者が98.8％を所有しております。(間接所有15.0％) 

２ 大谷製鉄㈱との取引は、市場価格を勘案して取引条件を取締役会で決定しております。 

３ 大谷製鉄㈱は、「連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等」グループの種類

「その他の関係会社」及び「主要株主」にも該当しております。 

４ 取引金額には消費税等が含まれておりません。 
  

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

 該当事項はありません。 

  

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高 
(百万円)

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社(当該
会社等の
子会社を
含む)等

大谷製鉄㈱ 
富山県 

射水市 
480 

棒鋼製造 

販売 
直接21.9

間接 0.0

(被所有) 当社製品の

販売 

役員の兼任 

製品の販売 303 売掛金 25

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高 
(百万円)

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社(当該
会社等の
子会社を
含む)等

大谷製鉄㈱ 
富山県 

射水市 
480 

棒鋼製造 

販売 
直接21.9

間接 0.0

(被所有) 当社製品の

販売 

役員の兼任 

製品の販売 271 売掛金 30
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(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

   ２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
   ３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

  
(重要な後発事象) 

  

該当事項はありません。 

  

 (自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度

１株当たり純資産額 802.69円    819.86円

１株当たり当期純利益 22.19円    17.36円 

項目 (自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度

１株当たり当期純利益   

 当期純利益(百万円) 912 713 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 912 713 

 普通株式の期中平均株式数(千株) 41,103 41,078 

項目
前連結会計年度

(平成24年３月31日)
当連結会計年度

(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 32,979 33,681 

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円)   

 (うち少数株主持分) (4) (4) 

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 32,974 33,676 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通
株式の数(千株) 

41,080 41,076 
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⑤ 【連結附属明細表】 

【借入金等明細表】 

 
(注) １ 「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

なお、１年以内に返済予定の長期借入金及び長期借入金は利子補給後の利率を記載しております。 

２ リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額で連結貸借対照表に計上し

ているため「平均利率」の記載を省略しております。 

３ 長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年ごとの

返済予定額は以下のとおりであります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

  

  当連結会計年度における四半期情報等 

 
  

 
  

区分
当期首残高 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

平均利率 
(％)

返済期限

短期借入金 4,500 2,000 0.29 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 802 1,516 0.64 ―

１年以内に返済予定のリース債務 20 33 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。) 

4,597 3,080 0.63 
平成26年６月～ 
 平成28年９月

リース債務(１年以内に返済予定の
ものを除く。) 

31 60 ― 
平成26年４月～ 
 平成29年９月

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 9,952 6,690 ― ―

 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金(百万円) 1,516 1,518 44 ― 

リース債務(百万円) 25 20 12 1 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 4,769 11,681 18,977 26,667 

税金等調整前 
四半期(当期)純利益 

(百万円) 293 406 860 1,134 

四半期(当期)純利益 (百万円) 194 269 582 713 

１株当たり 
四半期(当期)純利益 

(円) 4.74 6.57 14.19 17.36 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり 
四半期純利益 

(円) 4.74 1.83 7.62 3.18 
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２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,082 1,040

受取手形 264 235

売掛金 8,444 7,525

商品及び製品 1,557 1,831

仕掛品 7,402 8,902

原材料及び貯蔵品 1,285 1,209

前払費用 48 45

繰延税金資産 136 113

その他 346 119

貸倒引当金 △16 △15

流動資産合計 21,551 21,008

固定資産   

有形固定資産   

建物 10,358 10,365

減価償却累計額 △4,836 △5,158

建物（純額） 5,521 5,207

構築物 2,595 2,605

減価償却累計額 △1,538 △1,697

構築物（純額） 1,057 908

機械及び装置 43,434 43,647

減価償却累計額 △29,698 △32,939

機械及び装置（純額） 13,735 10,708

車両運搬具 124 120

減価償却累計額 △114 △114

車両運搬具（純額） 9 5

工具、器具及び備品 1,502 1,505

減価償却累計額 △1,292 △1,372

工具、器具及び備品（純額） 209 132

土地 1,300 1,300

リース資産 99 123

減価償却累計額 △50 △60

リース資産（純額） 48 62

建設仮勘定 229 64

有形固定資産合計 22,113 18,388

無形固定資産   

施設利用権 3 3

ソフトウエア 105 87

リース資産 － 26

ソフトウエア仮勘定 3 5

無形固定資産合計 112 123
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 5,554 6,180

関係会社株式 38 38

従業員に対する長期貸付金 － 0

長期前払費用 119 95

その他 99 98

貸倒引当金 △19 △19

投資その他の資産合計 5,792 6,394

固定資産合計 28,018 24,906

資産合計 49,569 45,914

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,866 2,095

短期借入金 5,302 3,516

リース債務 20 33

未払金 170 99

未払費用 532 480

未払法人税等 385 196

未払事業所税 5 5

未払消費税等 － 179

前受金 0 －

預り金 39 37

前受収益 5 5

賞与引当金 215 202

設備関係未払金 371 170

その他 46 －

流動負債合計 9,962 7,023

固定負債   

長期借入金 4,597 3,080

リース債務 31 60

長期未払金 31 31

繰延税金負債 561 852

退職給付引当金 1,282 1,151

環境対策引当金 287 207

固定負債合計 6,791 5,383

負債合計 16,753 12,407
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,913 5,913

資本剰余金   

資本準備金 4,705 4,705

その他資本剰余金 541 541

資本剰余金合計 5,247 5,247

利益剰余金   

利益準備金 762 762

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 78 64

別途積立金 6,600 6,600

繰越利益剰余金 12,349 12,656

利益剰余金合計 19,790 20,083

自己株式 △161 △162

株主資本合計 30,790 31,081

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,025 2,426

評価・換算差額等合計 2,025 2,426

純資産合計 32,816 33,507

負債純資産合計 49,569 45,914
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 27,906 26,164

売上原価   

製品期首たな卸高 1,780 1,557

当期製品製造原価 22,855 21,966

当期商品仕入高 57 232

他勘定受入高 ※1  500 ※1  491

合計 25,194 24,247

製品期末たな卸高 1,557 1,831

他勘定振替高 ※2  211 ※2  145

売上原価合計 ※3  23,424 ※3  22,270

売上総利益 4,481 3,893

販売費及び一般管理費 ※4, ※5  3,411 ※4, ※5  3,001

営業利益 1,069 892

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 110 105

不動産賃貸料 99 85

為替差益 170 88

デリバティブ評価益 － 46

補助金収入 235 －

雑収入 125 50

営業外収益合計 741 375

営業外費用   

支払利息 30 34

不動産賃貸原価 19 20

デリバティブ評価損 27 －

貸倒引当金繰入額 8 －

雑支出 6 10

営業外費用合計 92 65

経常利益 1,718 1,202

特別利益   

固定資産売却益 － ※6  0

特別利益合計 － 0

特別損失   

固定資産除却損 ※7  40 ※7  86

投資有価証券評価損 43 4

特別損失合計 83 90

税引前当期純利益 1,634 1,111

法人税、住民税及び事業税 565 307

法人税等調整額 159 101

法人税等合計 724 408

当期純利益 910 703

― 64 ―



【製造原価明細書】 

  

 
(注) 原価計算の方法 

当社の原価計算は、前事業年度、当事業年度とも組別工程別総合原価計算によっております。 

  

※１ 他勘定受入高 

  

 
  

※２ 他勘定払出高 

  

 
  

  (自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

前事業年度
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当事業年度

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費  14,737 63.9 14,484 61.8 

Ⅱ 労務費  1,730 7.5 1,652 7.0 

   (このうち賞与引当金 
   繰入額) 

 (174)  (162)  

Ⅲ 経費  6,607 28.6 7,308 31.2 

   (このうち減価償却費)  (3,869)  (4,808)  

   (このうち業務委託費)  (1,068)  (839)  

   当期総製造費用  23,076 100.0 23,445 100.0 

   仕掛品期首たな卸高  7,159  7,402  

合計  30,236  30,847  

   仕掛品期末たな卸高  7,402  8,902  

   他勘定受入高 ※１ 21  21  

   他勘定払出高 ※２ 0  0  

   当期製品製造原価  22,855  21,966  

科目 (自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

前事業年度
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当事業年度

貯蔵品より振替(百万円) 21 21 

科目 (自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

前事業年度
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当事業年度

研究開発費へ振替(百万円) 0 0 

その他(百万円) 0 0 

計(百万円) 0 0 
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 5,913 5,913

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,913 5,913

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 4,705 4,705

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,705 4,705

その他資本剰余金   

当期首残高 541 541

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 541 541

資本剰余金合計   

当期首残高 5,247 5,247

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 5,247 5,247

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 762 762

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 762 762

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

当期首残高 83 78

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △10 △14

固定資産圧縮積立金の積立 5 －

当期変動額合計 △5 △14

当期末残高 78 64
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

別途積立金   

当期首残高 6,600 6,600

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,600 6,600

繰越利益剰余金   

当期首残高 11,968 12,349

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 10 14

固定資産圧縮積立金の積立 △5 －

剰余金の配当 △534 △410

当期純利益 910 703

当期変動額合計 381 306

当期末残高 12,349 12,656

利益剰余金合計   

当期首残高 19,415 19,790

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

固定資産圧縮積立金の積立 － －

剰余金の配当 △534 △410

当期純利益 910 703

当期変動額合計 375 292

当期末残高 19,790 20,083

自己株式   

当期首残高 △153 △161

当期変動額   

自己株式の取得 △8 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △8 △1

当期末残高 △161 △162

株主資本合計   

当期首残高 30,423 30,790

当期変動額   

剰余金の配当 △534 △410

当期純利益 910 703

自己株式の取得 △8 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 367 290

当期末残高 30,790 31,081
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 2,152 2,025

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △126 400

当期変動額合計 △126 400

当期末残高 2,025 2,426

評価・換算差額等合計   

当期首残高 2,152 2,025

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △126 400

当期変動額合計 △126 400

当期末残高 2,025 2,426

純資産合計   

当期首残高 32,575 32,816

当期変動額   

剰余金の配当 △534 △410

当期純利益 910 703

自己株式の取得 △8 △1

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △126 400

当期変動額合計 240 691

当期末残高 32,816 33,507
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【注記事項】 

(重要な会計方針) 
  

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

 (2) その他有価証券 

  ① 時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定) 

  ② 時価のないもの  移動平均法による原価法 

  

時価法 

  

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

(ただし貯蔵品は先入先出法による) 

  

 (1) 有形固定資産(リース資産を除く)  定率法 

ただし岡山工場については定額法 

平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用しており

ます。 

耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

 (2) 無形固定資産(リース資産を除く)  定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。 

 (3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  

 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は、貸倒実績率法によっており、貸倒懸念債権及

び破産更生債権等は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

２ デリバティブの評価基準及び評価方法

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法

４ 固定資産の減価償却の方法

５ 引当金の計上基準
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 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定率

法によりそれぞれ発生の翌事業年度から処理しております。 

 (4) 環境対策引当金 

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」に基づくポリ塩化ビフェニ

ル(ＰＣＢ)廃棄物処理費用の支出に備えるため、当事業年度において合理的に見積もることができる

額を計上しております。 

  

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

  

 (1) ヘッジ会計の方法 

予定取引に係る為替予約等に関して、繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

外貨建取引(金銭債権債務及び外貨建予定取引)の為替変動リスクに対して為替予約取引等をヘッジ

手段として用いております。 

 (3) ヘッジ方針 

為替予約等は通常の取引の範囲内で、外貨建営業債権債務に係る将来の為替レート変動リスクを回

避する目的で為替予約取引等を行っております。為替予約取引等は通常の外貨建売上債権に係る輸出

実績等を踏まえ、必要な範囲で実施しております。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段およびヘッジ対象について、個々の取引毎のヘッジの有効性を評価しておりますが、ヘ

ッジ対象となる外貨建取引と為替予約取引等について、通貨、金額、期間等の条件が同一の場合は、

ヘッジの有効性が極めて高いことから評価を省略しております。 

 (5) その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの 

当社の為替予約取引等は、社内規程に基づき、基本方針について代表取締役の承認を得て、経理部

が営業各部作成の入金予定及び為替レートを検討したうえで実行しております。また、その管理は経

理部が営業各部より販売契約残高の報告を求め商社及び金融機関からの残高通知書との照合及び実需

との確認を行うとともに、毎月の取引実績を役員会へ報告しております。 

また、法務管理部も内部監査等を実施し、リスク管理に努めております。 

  

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

  

６ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

７ ヘッジ会計の方法

８ 消費税等の会計処理
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(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更) 

  

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれ

ぞれ26百万円増加しております。 

  

(損益計算書関係) 
  

※１ 他勘定受入高は、次のとおりであります。 

 
  
※２ 他勘定振替高は、次のとおりであります。 

 
  
※３ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額は、次のとおりであります。

 
  

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前事業年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当事業年度

貯蔵品より振替 500百万円 480百万円 

その他 ― 10 

合計 500百万円 491百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前事業年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当事業年度

貯蔵品へ振替 200百万円 137百万円 

その他 10 8 

合計 211百万円 145百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前事業年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当事業年度

売上原価(△は戻入額) △126百万円 △5百万円 
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※４ 販売費及び一般管理費の主なもののうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりで

あります。 

 
  
※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。 

 
  
※６ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 

 
  
※７ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

 (自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

前事業年度
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当事業年度

荷造費、運賃及び保管料 1,224百万円 1,096百万円 

販売手数料 828 761 

貸倒引当金繰入額 3 ― 

給料、諸手当(役員報酬含む) 443 413 

従業員賞与 49 41 

賞与引当金繰入額 40 39 

環境対策引当金繰入額(△は戻入額) △30 △79 

退職給付費用 20 17 

租税公課 63 50 

賃借料 118 112 

減価償却費 43 47 

研究開発費 135 96 

   

おおよその割合   

 販売費 64％ 65％ 

 一般管理費 36 35 

(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前事業年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当事業年度

135百万円    96百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前事業年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当事業年度

工具、器具及び備品 ―百万円 0百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前事業年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当事業年度

建物 7百万円 0百万円 

構築物 3 ― 

機械及び装置 26 84 

工具、器具及び備品 1 1 

その他 0 0 

合計 40百万円 86百万円 
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(株主資本等変動計算書関係) 

  

前事業年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加      26千株 
  

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増しによる減少       0千株 

  

当事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加       4千株 
  

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増しによる減少        0千株 

  

(リース取引関係) 
  

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

前事業年度(平成24年３月31日) 

 
なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により、算定しております。 
  

当事業年度(平成25年３月31日) 

 
  

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株） 282 26 0 308 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株） 308 4 0 312 

 車両運搬具他 工具、器具及び備品 合計

取得価額相当額 6百万円 59百万円 66百万円 

減価償却累計額相当額 5 57 63 

期末残高相当額 0百万円 1百万円 2百万円 

 車両運搬具他 工具、器具及び備品 合計

取得価額相当額 ―百万円 ―百万円 ―百万円 

減価償却累計額相当額 ― ― ― 

期末残高相当額 ―百万円 ―百万円 ―百万円 
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 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 
なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込み法」により、算定しております。 

  

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

 
  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

  

１ ファイナンス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 (1) リース資産の内容 

  ・有形固定資産 

   主として、汎用コンピューター(工具、器具及び備品)であります。 

 (2) リース資産の減価償却の方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

  

２ オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

 
  

(有価証券関係) 
  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額 

 
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「子会社株式

及び関連会社株式」には含めておりません。 

  

 
前事業年度 

(平成24年３月31日)
当事業年度 

(平成25年３月31日)

１年以内 2百万円 ―百万円 

１年超 ― ― 

合計 2百万円 ―百万円 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

前事業年度
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当事業年度

支払リース料 15百万円 2百万円 

減価償却費相当額 15百万円 2百万円 

 
前事業年度 

(平成24年３月31日)
当事業年度 

(平成25年３月31日)

１年以内 61百万円 60百万円 

１年超 88 28 

合計 150百万円 88百万円 

  (単位：百万円) 

区分 平成24年３月31日 平成25年３月31日

子会社株式 30 30 

関連会社株式 8 8 

計 38 38 
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(税効果会計関係) 

  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
(注) 当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５

以下であるため注記を省略しております。 

  

 
前事業年度 

(平成24年３月31日)
当事業年度 

(平成25年３月31日)

繰延税金資産     

 退職給付引当金 473百万円 421百万円 

 投資有価証券 100 104 

 環境対策引当金 109 78 

 賞与引当金 81 76 

 減損損失 22 22 

 未払事業税 31 18 

 貸倒引当金 17 17 

 長期未払金 11 11 

 未払社会保険料 11 11 

 一括償却資産 10 7 

 その他 23 17 

繰延税金資産小計 891 786 

評価性引当額 △152 △157 

繰延税金資産合計 739 629 

繰延税金負債     

 その他有価証券評価差額金 △1,119 △1,332 

 固定資産圧縮積立金 △44 △36 

繰延税金負債合計 △1,164 △1,368 

繰延税金負債の純額 △425 △739 

 
前事業年度 

(平成24年３月31日)
当事業年度 

(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.6％ ―％ 

(調整)     

 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4％ ―％ 

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.5 ― 

 住民税均等割等 0.6 ― 

 税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 3.8 ― 

 評価性引当額増減 1.5 ― 

 試験研究費控除税額 △1.1 ― 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.3％ ―％ 
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(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

   ２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
   ３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 
  

該当事項はありません。 

  

 (自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

前事業年度
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当事業年度

１株当たり純資産額 798.83円    815.75円

１株当たり当期純利益 22.15円    17.11円 

項目 (自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

前事業年度
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当事業年度

１株当たり当期純利益   

 当期純利益(百万円) 910 703 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 910 703 

 普通株式の期中平均株式数(千株) 41,103 41,078 

項目
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 32,816 33,507 

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 32,816 33,507 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通
株式の数(千株) 

41,080 41,076 
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④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 
  

 
  

【その他】 
  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)   

 (その他有価証券)   

  大和工業㈱ 1,307,000 3,609 

  日本電信電話㈱ 77,300 317 

  新日鐵住金㈱ 1,274,802 299 

  住友電気工業㈱ 203,000 235 

  花王㈱ 70,000 215 

  トピー工業㈱ 846,916 186 

  ナカバヤシ㈱ 722,000 142 

  ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 225,000 125 

  三菱商事㈱ 68,200 118 

  ㈱みずほフィナンシャルグループ 448,000 89 

  大同特殊鋼㈱ 160,520 82 

  ＪＦＥホールディングス㈱ 44,400 78 

  日亜鋼業㈱ 252,000 72 

  その他31銘柄 1,288,354 546 

計 6,987,493 6,120 

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)   

 (その他有価証券)   

  証券投資信託の受益証券(１銘柄) 100,000,000 59 

計 100,000,000 59 

投資有価証券合計 6,180 
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【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額の主なもの 

 
   ２ 当期減少額の主なもの 

 
   ３ 無形固定資産の金額は、資産総額の1/100以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 
  

【引当金明細表】 
  

 
(注) １ 貸倒引当金の当期減少額(その他)は、全額一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

２ 環境対策引当金の当期減少額(その他)は、全額処分予定額の見直しによるものであります。 

  

資産の種類
当期首残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

減価償却累計額 
又は償却累計額 

(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末残高
(百万円)

有形固定資産    

 建物 10,358 9 1 10,365 5,158 323 5,207

 構築物 2,595 10 0 2,605 1,697 158 908

 機械及び装置 43,434 1,153 940 43,647 32,939 4,129 10,708

 車両運搬具 124 0 5 120 114 5 5

 工具、器具及び備品 1,502 114 110 1,505 1,372 189 132

 土地 1,300 ― ― 1,300 ― ― 1,300

 リース資産 99 40 16 123 60 26 62

 建設仮勘定 229 1,127 1,292 64 ― ― 64

有形固定資産計 59,643 2,455 2,367 59,731 41,342 4,834 18,388

無形固定資産        

 施設利用権 ― ― ― 4 0 0 3

 ソフトウエア ― ― ― 168 81 35 87

 リース資産 ― ― ― 31 5 5 26

 ソフトウエア仮勘定 ― ― ― 5 ― ― 5

無形固定資産計 ― ― ― 211 87 40 123

長期前払費用 120 5 28 96 1 0 95

繰延資産        

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

 機械及び装置  京都工場 第２粉成工場特殊炭素製品対応設備増設 429百万円

         ＧＦ－９号 ガス処理設備 327百万円

 機械及び装置  京都工場 ３Ｒ大規模炉修 557百万円

区分
当期首残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額 
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 35 15 ― 16 34 

賞与引当金 215 202 215 ― 202 

環境対策引当金 287 91 ― 171 207 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

(イ)現金及び預金 
  

 
  

(ロ)受取手形 

(a) 受取手形の期日別内訳 
  

 
  

(b) 受取手形の相手先別内訳 
  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 0 

預金  

当座預金 638 

普通預金 19 

外貨普通預金 381 

小計 1,040 

合計 1,040 

期日 金額(百万円)

平 成 25 年 ４ 月 91 

    〃    ５ 月 43 

    〃    ６ 月 11 

    〃    ７ 月 82 

    〃    ８ 月 6 

計 235 

相手先 金額(百万円)

東邦カーボン㈱ 146 

㈲フォセコジャパンリミテッド 23 

合鐵産業㈱ 19 

大和田カーボン工業㈱ 15 

㈱レイホー製作所 9 

その他(10社) 20 

計 235 
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(ハ)売掛金 

(a) 売掛金の相手先別内訳 
  

 
  

(b) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には、消費税等が含まれております。 

  

(ニ)商品及び製品 
  

 
  

(ホ)仕掛品 
  

 
  

相手先 金額(百万円)

住友商事㈱ 3,807 

三菱商事㈱ 456 

エム・シー・カーボン㈱ 379 

日鐵商事㈱ 313 

トピー実業㈱ 243 

その他(100社) 2,324 

計 7,525 

当期首残高(百万円) 

  

(Ａ)

当期発生高(百万円) 

  

(Ｂ)

当期回収高(百万円) 

  

(Ｃ)

当期末残高(百万円) 

  

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(月)

(Ｄ)÷
(Ｂ)

12

8,444 27,354 28,272 7,525 78.98 3.3 

科目 品名 金額(百万円)

製品 

アルミニウム製錬用カソードブロック 198 

人造黒鉛電極 1,334 

特殊炭素製品 236 

ファインパウダー及びその他炭素製品 61 

計 1,831 

科目 品名 金額(百万円)

仕掛品 

原料 479 

成形品 792 

焼成品 4,338 

黒鉛化品 3,253 

その他 39 

計 8,902 
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(ヘ)原材料及び貯蔵品 

  

 
  
  

② 負債の部 

(イ)買掛金の相手先別内訳 
  

 
  

(ロ)短期借入金 
  

 
  

(ハ)長期借入金 
  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

科目 品名 金額(百万円)

原材料 

コークス 211 

ピッチ 7 

重油 29 

計 248 

貯蔵品 

補助材料 573 

副産物 364 

消耗工具器具備品 22 

計 960 

 合計 1,209 

相手先 金額(百万円)

住友商事㈱ 461 

エム・シー・カーボン㈱ 343 

ＪＦＥ商事㈱ 248 

関西電力㈱ 211 

㈱シーケム 193 

その他(98社) 637 

計 2,095 

相手先 金額(百万円)

㈱日本政策投資銀行 1,516 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 600 

㈱京都銀行 500 

㈱伊予銀行 400 

㈱四国銀行 300 

三井住友信託銀行㈱ 200 

計 3,516 

相手先 金額(百万円)

㈱日本政策投資銀行 3,080 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
 (注）当会社定款の定めにより、単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利

以外の権利を行使することができません。 

   １ 会社法189条第２項各号に掲げる権利 

   ２ 会社法166条第１項の規定による請求をする権利 

      ３ 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

      ４ 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

単元未満株式の買取り  

  取扱場所 
  (特別口座) 
   大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 
   三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
  （特別口座） 
   東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
   三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所    ― 

  買取手数料    株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行います。ただし、事故等やむを得ない事由により電子公告による公
告が出来ない場合は日本経済新聞に掲載して行います。 
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
あります。 
  
http://sec-carbon.com/ 

株主に対する特典 ありません。 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  
  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
(2) 内部統制報告書及びその添付書類 

平成24年６月28日関東財務局長に提出。 

 
(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の

規定に基づく臨時報告書 

平成24年６月29日関東財務局長に提出。 

  

１ 【提出会社の親会社等の情報】

２ 【その他の参考情報】

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 
並びに確認書 

事業年度 
(第92期) 

自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日

 平成24年６月28日 
関東財務局長に提出。 

      

      

(3) 四半期報告書 
及び確認書 

事業年度 
(第93期第１四半期)

自 平成24年４月１日
至 平成24年６月30日

 平成24年８月10日 
関東財務局長に提出。 

      

  事業年度 
(第93期第２四半期)

自 平成24年７月１日
至 平成24年９月30日

 平成24年11月12日 
関東財務局長に提出。 

      

  事業年度 
(第93期第３四半期)

自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

 平成25年２月13日 
関東財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成25年６月14日

 
Ｓ Ｅ Ｃ カ ー ボ ン 株 式 会 社 

 取 締 役 会  御 中 
 
  

  
 

  
 

  
 

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているＳＥＣカーボン株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結

会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資

本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その

他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。 

  
連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの

ではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計

方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示

を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  
監査意見 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ＳＥＣカーボン株式会社及び連結子会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ  

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士   仲 尾 彰 記   印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士   西 方  実    印 



  
＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ＳＥＣカーボ

ン株式会社の平成２５年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  
内部統制報告書に対する経営者の責任 

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められ

る財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当

監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画

を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。 

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信

頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部

統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書

の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  
監査意見 

当監査法人は、ＳＥＣカーボン株式会社が平成２５年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部

統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  
 (※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

   ２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 
  

平成25年６月14日
 
Ｓ Ｅ Ｃ カ ー ボ ン 株 式 会 社 

 取 締 役 会  御 中 
 
  

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているＳＥＣカーボン株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの第９

３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、

その他の注記及び附属明細表について監査を行った。 

  
財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて

選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表

の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが

含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  
監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ＳＥＣカーボン株式会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

独立監査人の監査報告書
 

 

 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ  

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士   仲 尾 彰 記   印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士   西 方  実    印 

 (※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

   ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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取締役社長大谷民明は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計

審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価

及び監査に関する実施基準の改訂について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠し

て財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものです。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の

虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成25年3月31日を基準日として行われて

おり、評価にあたっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しま

した。 

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務

プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を

及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内

部統制の有効性に関する評価を行いました。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会社及び連結子会社について、財務報告の信頼性に及ぼす影

響の重要性の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及

び質的影響の重要性を考慮して決定しており、会社を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏

まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定しました。なお、連結子会社1社について

は、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めておりま

せん。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高及びたな卸

資産（連結会社間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高及びた

な卸資産の概ね2/3に達している３事業拠点を「重要な事業拠点」としました。選定した重要な事業拠点

においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金及びたな卸資産に至る業務プ

ロセスを評価の対象としました。さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点を

も含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る

業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して

重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加しております。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

しました。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年６月27日 

【会社名】 ＳＥＣカーボン株式会社 

【英訳名】 SEC CARBON,LIMITED 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  大 谷 民 明 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 兵庫県尼崎市潮江一丁目２番６号尼崎フロントビル６階 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

  （大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

  



当社取締役社長大谷民明は、当社の第93期(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)の有価証券

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




